
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　磁力発生源となる電磁石と、該電磁石にパルス幅変調された制御電流を供給する電力増
幅器と、該電力増幅器に入力する信号を増幅する信号増幅器と、前記電磁石の磁力により
制御される制御対象の状態を検出する状態検出器とを備えた磁気軸受制御装置において、
　

　前記信号増幅器と電力増幅器との間に、前記状態検出器で使用する周波数帯域の信号成
分を除去する除去器を備えたことを特徴とする磁気軸受制御装置。
【請求項２】
　前記電力増幅器は、パルス幅変調回路を備え、該パルス幅変調回路は、三角波基準信号
と入力信号とを比較する比較器から構成され、前記除去器を前記比較器の前段に接続した
ことを特徴とする請求項１記載の磁気軸受制御装置。
【請求項３】
　前記状態検出器は、インダクタンス型の変位センサであることを特徴とする請求項１又
は２に記載の磁気軸受制御装置。
【請求項４】
　前記除去器は、バンドエリミネートフィルタであることを特徴とする請求項１又は２に
記載の磁気軸受制御装置。
【発明の詳細な説明】
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前記状態検出器は基本周波数を振幅変調して、これを検波することで制御対象の変位を
検出するものであり、



【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、磁気軸受制御装置に係り、特に磁力発生源となる電磁石のコイルに、制御対象
の変位等の状態を検出して、パルス幅変調（ＰＷＭ）された制御電流を供給することで磁
力を制御し、制御対象を能動的に制御する磁気軸受制御装置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、ロータを電磁石の磁力を用いて非接触で浮上支持する磁気軸受が普及しつつある。
このような磁気軸受で回転軸が支持された回転機械は、軸受の摩耗が無く、又潤滑油等を
必要としないので、軸受のメンテナンスフリー化、高速回転化、騒音の低減化、等の面で
大変大きな利点がある。
【０００３】
又、例えば半導体製造装置等のように極めて高度の清浄な環境で使用する回転機器の軸受
としても好適である。これは磁気軸受が潤滑油を必要とせず、又軸受の摩耗粉も発生しな
いため、半導体ウエハ等にコンタミネーションが生じることを防止できるからである。こ
のため、磁気軸受は清浄空間、真空等を必要とする分野に好適であり、特に真空中におい
ては、通常の軸受では接触部の摩擦係数が非常に大きくなるため、非接触支持を可能とす
る磁気軸受が好適である。
【０００４】
図７は、能動型磁気軸受制御装置の一般的な構成例を示す。例えば回転軸をその周囲に配
置された電磁石の磁力で浮上支持する場合には、制御対象は回転軸であり、この基準位置
からの変位ｘが状態検出器、この場合は変位センサ１１で検出される。検出された変位ｘ
は、加減算器で目標位置ｘ 0と比較され、その差分信号Δｘが補償器１２に入力される。
【０００５】
補償器１２は、実際位置ｘと目標位置ｘ 0との差分Δｘをゼロとするように、制御対象を
任意の目標位置に安定に支持するための出力信号を生成する制御回路であり、ＰＩＤ（比
例積分微分）制御回路等により構成されている。補償器１２の出力は、信号増幅器１３に
入力され、ここで信号が次段のパルス幅変調回路を含む電力増幅器の入力として、適当な
大きさに増幅され、また振幅制限器（リミッタ）により振幅が制限される。
【０００６】
　電力増幅器１４は、信号増幅器１３の出力に従った制御電流を生成し、電磁石１５に供
給する。電力増幅器１４は、パルス幅変調回路を含み、パルス幅変調された制御電流を電
磁石１５のコイルに供給する。電磁石 では、この制御電流に対応した磁気吸引力を制
御対象１６である例えば回転軸に及ぼし、この実際浮上位置ｘを目標位置ｘ０ に近づける
。このようなフィードバック制御により、制御対象１６に外力が加わり外乱が生じても、
制御対象 である回転軸は、目標位置ｘ０ に安定に浮上位置決めされる。
【０００７】
このような磁気軸受制御装置において、制御対象１６の状態を検出する状態検出器１１と
しては、通常、回転軸の目標位置からの変位ｘを検出する変位センサが用いられる。代表
的な変位センサとしてインダクタンス式の変位センサがある。これは磁性材のコアにコイ
ルを巻回したもので、回転軸側にターゲットとしての磁性材を備え、この磁性材の変位に
対応してコイルのインダクタンスが変化することを利用して、変位を計測するセンサであ
る。
【０００８】
図８は、上述の信号増幅器１３とパルス幅変調回路を含む電力増幅器１４部分の詳細を示
す。信号増幅器１３は、補償器出力が入力信号として入力され、振幅制限器２５、加減算
器２７、信号増幅器２８、振幅制限器２９等から構成され、バイアス電流設定用直流信号
発生器２６の出力が加減算器２７に入力されるように構成されている。電力増幅器１４は
、比較器（コンパレータ）３１と三角波信号発生器３２とからなるパルス幅変調回路と、
その出力信号を電力増幅する増幅器３５とから構成されている。
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【０００９】
　増幅器３５の出力電流は制御電流として電磁石２１のコイルに供給され、これにより磁
力が制御対象である回転軸２２に作用し、回転軸２２の浮上位置が状態検出器であるイン
ダクタンス型の変位センサ２３により検出される。電磁石コイルに供給される制御電流は
、電流検出器３６で検出され、パルス幅変調信号の周波数成分に相当する高域領域を除去
するフィルタ を介して、その低周波成分が信号増幅器１３の加減算器２７にフィード
バックされる。
【００１０】
ところで、上述したようにパルス幅変調回路の前段には、補償器出力信号の増幅及び振幅
制限を行うリミッタなどからなる信号増幅器１３が挿入されているが、これは、誘導性の
負荷である電磁石コイルを高速に駆動するために、補償器出力に対してパルス幅変調回路
入力が１０～１００倍程度の比較的大きなゲインを必要とするからである。
【００１１】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、信号増幅器１３の入力信号は、加減算器２７、信号増幅器２８及び振幅制
限器２９を通ることにより、その波形が矩形波状に変形するという問題がある。図９はこ
の状態を示す。即ち（ａ）は入力信号波形を示し、１ｋＨｚの正弦波入力信号を示す。こ
れに対して、（ｂ）は電磁石コイルに流れる制御電流波形を示し、図示するように１ｋＨ
ｚの矩形波状の波形となる。この原因としては、加減算器２７においてその入力信号と電
流フィードバック信号との位相差が発生し、この差分を含む出力信号が信号増幅器２８で
増幅され、信号増幅器の電源電圧（±１５Ｖ）で飽和することなどにより、パルス幅変調
器３１の入力信号が本来の正弦波ではなく、矩形波状の信号となってしまうためと考えら
れる。
【００１２】
このため、電磁石コイルに流れる電流は、ｎ次の高調波を多数含んだ電流となり、その周
波数スペクトル分布は図９（ｃ）に示すようになる。図示するように、１ｋＨｚの基本波
成分に対して、ｎ次の高調波が発生し、その高調波が存在している帯域は図中丸印で示す
ように１０ｋＨｚを越えている。尚、１００ｋＨｚ付近のスペクトルは、パルス幅変調回
路の基本波周波数によるものである。
【００１３】
尚、入力信号が５００Ｈｚである場合の入力信号波形、電磁石コイルの電流波形、及び周
波数スペクトル分布を、それぞれ図１０（ａ）、（ｂ）、（ｃ）に示す。この場合におい
ても１ｋＨｚと同様に、正弦波の入力信号は、矩形波状の制御電流波形となり、その周波
数スペクトル分布は多数のｎ次高調波を含み、１０ｋＨｚを越える高域の周波数領域にま
で分布することになる。特に問題となるのが図中で丸印で囲む部分の１０ｋＨｚ近辺の帯
域である。
【００１４】
この磁気軸受制御装置で使用される周波数使用領域の区分を図１１に示す。図示するよう
に、帯域▲１▼は数ｋＨｚ以下の変位量検出領域（制御電流の制御領域）であり、本来の
制御電流が使用する周波数領域である。即ち、磁気軸受である電磁石の電磁力により浮上
支持された回転軸は、この周波数領域で動作する。
【００１５】
又、帯域▲２▼は、インダクタンス式変位センサの使用領域である。これは、インダクタ
ンス式変位センサは、一例として１０ｋＨｚを基本周波数とし、インダクタンスの変化に
よりこの基本周波数を振幅（ＡＭ）変調して、これを検波することにより、ターゲットの
変位を検出するものである。
このため、１０ｋＨｚ近辺の周波数帯域に周波数スペクトルが分布する。そして、帯域▲
３▼は９０ｋＨｚ以上の帯域であり、これはパルス幅変調（ＰＷＭ）回路の基本周波数と
して９０ｋＨｚを用いているので、パルス幅変調（ＰＷＭ）波形の基本波及びその高調波
による周波数帯域である。
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【００１６】
図１２は、図９又は図１０に示す制御電流の周波数スペクトル分布に変位センサの使用帯
域の周波数スペクトル分布を重ねたものである。図示するようにインダクタンス型変位セ
ンサの使用領域が電磁石コイルの制御電流のｎ次高調波成分の領域に重なり、結果として
変位センサ出力に高調波ノイズが乗ることになり、回転軸の浮上位置の制御を損ねてしま
い、浮上させることが困難となる場合も生じる。
【００１７】
本発明は上述した事情に鑑みて為されたもので、状態検出器の基本波周波数として比較的
低い周波数を用いても、安定に制御対象を磁力により浮上できる磁気軸受制御装置を提供
することを目的とする。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
　本発明の磁気軸受制御装置は、磁力発生源となる電磁石と、該電磁石にパルス幅変調さ
れた制御電流を供給する電力増幅器と、該電力増幅器に入力する信号を増幅する信号増幅
器と、前記電磁石の磁力により制御される制御対象の状態を検出する状態検出器とを備え
た磁気軸受制御装置において、

前記信号増幅器と電力増幅器との間に
、前記状態検出器で使用する周波数帯域の信号成分を除去する除去器を備えたことを特徴
とする。
【００１９】
上述した本発明の構成によれば、信号増幅器とパルス幅変調回路との間に、状態検出器で
使用する周波数帯域の信号成分を除去する除去器を備えたことから、電磁石に供給する制
御電流に状態検出器で使用する周波数帯域の信号成分が存在しなくなる。これにより、状
態検出器がノイズにより誤作動するという問題点が防止され、安定した且つ高速応答性を
有する磁気軸受制御装置の動作が得られる。
【００２０】
前記パルス幅変調回路は、三角波基準信号と入力信号とを比較する比較器からなり、前記
除去器を前記比較器の前段に接続することが好ましい。これによりパルス幅変調回路の前
段で状態検出器が使用する周波数成分に対して、ノイズとして作用する周波数成分を除去
することができる。
【００２１】
又、状態検出器はインダクタンス型の変位センサであることが好ましい。これにより能動
型の磁気軸受制御装置の変位センサとして一般的なインダクタンス型の変位センサが使用
でき、且つその変位センサの基本波周波数を比較的低くして使用できる。
【００２２】
　又、除去器はバンドエリミネートフィルタであることが好ましい。これにより状態検出
器 成分を効果的に、且つ簡単な構成で除去することができる
。
【００２３】
【発明の実施の形態】
以下、本発明の実施の形態について図１乃至図７を参照しながら説明する。尚、各図中同
一符号は同一又は相当部分を示す。
【００２４】
図１に、本発明の一実施形態の磁気軸受制御装置の信号増幅器及び電力増幅器部分の構成
を示す。この実施形態においては、磁力発生源となる電磁石２１と、電磁石の磁力により
浮上位置が制御される回転軸２２とから磁気軸受が構成されており、１個の電磁石に対応
する制御装置部分のみが図示されている。そして電磁石２１の磁力により制御される回転
軸２２の浮上位置を検出するインダクタンス型の変位センサ２３を備えており、この変位
センサの検出出力は、図示しない補償器に入力され、そこで回転軸を目標浮上位置に保持
するための制御信号が出力されることは上述したとおりである。
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で使用する周波数帯域の信号



【００２５】
この補償器出力信号は振幅制限器（リミッタ）２５に入力され、信号の振幅範囲が上下の
一定範囲内に制限される。そしてこの出力信号は、バイアス電流設定用直流信号発生器２
６の直流信号に加減算器２７で加算処理され、バイアス電圧が付与される。そして信号増
幅器２８により利得が１０～１００倍程度に増幅される。
【００２６】
実際には、図２に示すように、直流信号発生器２６と加減算器２７と信号増幅器２８とは
演算増幅器を用いて一体的に構成されており、加算、増幅、信号振幅の制限等が行われる
。振幅制限器（リミッタ）２５は、演算増幅器とツェナーダイオードと抵抗分割回路とか
ら構成されるもので、一定範囲以上の入力電圧に対してその振幅を一定値に制限するもの
である。バイアス電流設定用直流信号発生器２６は、ボリューム等を用いた可変抵抗の直
流電圧信号発生回路である。加減算器２７は、演算増幅器２８ａの－側の入力端子が相当
し、この端子に上述の直流信号発生器２６の出力電圧、振幅制限器（リミッタ）２５の出
力信号、及び電磁石電流のフィードバック信号である電流フィードバック器３９の出力信
号線がそれぞれ接続されている。信号増幅器２８は、演算増幅器２８ａと抵抗との結合に
より形成される。又、振幅制限器（リミッタ）２９は、ツェナーダイオードと演算増幅器
２８ａとにより構成される。
【００２７】
比較器３１は、三角波信号発生器３２の出力と入力信号とを比較することで、パルス幅変
調信号を生成する。図３は、パルス幅変調回路の具体例を示す図であり、三角波基準信号
と入力信号を比較器３１により比較して、パルス幅変調波形を形成する回路を示している
。図３（ａ）に示すように比較器（コンパレータ）３１に、入力信号である変調波と三角
波である被変調波とが入力され、パルス幅変調（ＰＷＭ）波形が形成される。この形成は
、図３（ｂ）に示すように、変調波（入力信号）が被変調波（三角波）と交わる間を断続
的に直流出力することで得られ、これを出力トランジスタＱ 1，Ｑ 2で増幅することにより
、パルス幅変調された信号が形成される。
【００２８】
パルス幅変調（ＰＷＭ）動作の基本的な条件は、比較器３１において、比較する三角波の
振幅Ｖｂと、非変調信号振幅Ｖａとの関係が、例えば三角波信号Ｖｂが入力信号Ｖａより
も大であるということを条件として＋Ｖ ccを出力し、その逆の場合には－Ｖ ccを出力する
。ここで三角波の発信周波数は、上述したのと同様に９０ｋＨｚが採用されている。
【００２９】
この比較器３１の信号入力とリミッタ２９との間に状態検出器で使用する周波数帯域を除
去する除去器３０が挿入されている。この除去器３０はバンドエリミネートフィルタ（Ｂ
ＥＦ）、又はローパスフィルタ（ＬＰ）などから構成されている。比較器３１の出力はオ
プトアイソレータを介して電力増幅器３５に入力され、ここで電磁石２１のコイルに供給
する制御電流が形成される。
【００３０】
　制御電流の大きさは、電流検出器３６で検出され、電流フィードバック器３９により、
加減算器２７にフィードバックされ減算処理される。電流フィードバック器３９は、電磁
石コイルに流れる励磁電流の低周波成分を検出し、信号増幅器２８の入力側にフィードバ
ックするもので、電流検出増幅器 、ローパスフィルタ（ＬＰＦ） 、オフセッ
ト調整器 、ゲイン調整器 等から構成されている。ここでローパスフィルタ（
ＬＰＦ） は、パルス幅変調（ＰＷＭ）スイッチング周波数成分を除去するためのも
のである。
【００３１】
図４は、パルス幅変調回路の前段に挿入したバンドエリミネートフィルタの特性を示す。
この実施形態においては、９．５５ｋＨｚにおいて－３１ｄＢ程度の減衰量が得られるも
のが用いられている。このバンドエリミネートフィルタ３０は、状態検出器であるインダ
クタンス型変位センサ２３の基本周波数近傍の周波数領域と一致させている。
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【００３２】
従って、この除去器３０によりインダクタンス型変位センサの基本周波数成分近辺の周波
数領域の信号が除去される。上述したように信号増幅器２８及び振幅制限器２９の出力波
形は、入力信号波形に対してかなり歪んだｎ次の高調波成分を多数含んだ矩形波状の波形
となっている。このため、その周波数スペクトル分布においては、図９又は図１０に示す
ようにその高調波成分がインダクタンス型変位センサの基本周波数成分と重なる領域にま
で分布してしまうことは上述したとおりである。従って、バンドエリミネートフィルタ３
０により、この信号増幅器出力の高調波成分が除去され、その出力信号はその周波数帯域
の成分を含まないものとなる。このように状態検出器で使用する周波数成分が除去された
信号がパルス幅変調され、電力増幅器３５から電磁石２１のコイルに制御電流として供給
される。これにより、状態検出器であるインダクタンス型変位センサ２３は、この周波数
帯域の成分を検出することなく、正常に回転軸２２の変位の検出が可能となる。
【００３３】
これにより、図１２に示すような電磁石の制御電流のｎ次高調波成分と状態検出器の基本
波成分とが重なってしまうという問題が解決され、それぞれの使用周波数帯域は、図１１
に示すように分離されて存在することになる。これによりインダクタンス型変位センサに
よる誤動作が防止され、安定な回転軸の浮上制御が可能となる。
【００３４】
図５は、除去器をパルス幅変調回路の入力部に挿入した場合の実験結果を示し、１ｋＨｚ
の（ａ）は正弦波入力信号を示し、（ｂ）は電磁石コイルの電流波形を示し、（ｃ）は電
磁石コイルの電流の周波数スペクトル分布を示す。（ｂ）に示すように、電磁石コイルの
制御電流は矩形波の角部分がとれ、丸みを帯びた波形となり、正弦波の波形に近づいてい
る。又（ｃ）に示すように、その１０ｋＨｚ近辺の帯域において、この周波数成分が大幅
に減少していることが判る。
【００３５】
図６は、同様に５００Ｈｚの正弦波を入力した場合を示す。これにおいては、（ｂ）に示
すように電磁石コイルの電流波形はより丸みを帯びており、（ｃ）に示すようにその周波
数スペクトル分布は１ｋＨｚ以上の帯域において大幅に高調波スペクトル成分が減少し、
ほとんど存在していないことが判る。
【００３６】
例えば、キャン封止磁気軸受のように、薄いステンレス材の板を介して電磁石の磁力を回
転軸に作用させる場合には、インダクタンス式変位センサの基本波周波数としては、渦電
流損等を避けるために、なるべく低い周波数帯域を使用する必要がある。そのため、図１
１で示す帯域▲１▼と帯域▲２▼とが比較的接近し、これにより磁気浮上できないほどの
ノイズが電力増幅器の高周波数領域に発生し、回転軸の磁気浮上に重大な支障が生じると
いう問題が生じた。本発明によれば、インダクタンス型変位センサで使用する周波数帯域
の制御電流高調波成分が除去されるので、１０ｋＨｚ程度の比較的低い周波数帯域の使用
が可能となる。
【００３７】
尚、以上の実施の形態においては、－３０ｄＢ程度のバンドエリミネートフィルタを挿入
した場合であるが、このバンドエリミネートフィルタを複数段挿入し、減衰量を増加し、
減衰帯域を広くすることにより、より完全なｎ次高調波成分の低減が可能である。又、ロ
ーパスフィルタ（ＬＰＦ）を用いることにより、同様の効果が期待できる。
【００３８】
【発明の効果】
以上説明したように本発明によれば、磁気軸受制御装置の信号増幅器と電力増幅器のパル
ス幅変調回路との間に、状態検出器で使用する周波数帯域の信号成分を除去する除去器を
備えることにより、電磁石制御電流の高調波成分が状態検出器の使用周波数帯域と重なる
ことを防止することができる。これにより、安定な磁力による回転軸の浮上保持が可能と
なる。
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【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の一実施形態の磁気軸受制御装置の要部を示す説明図である。
【図２】図１の信号増幅器及び電力増幅器の回路構成の詳細を示す説明図である。
【図３】パルス幅変調回路の説明図であり、（ａ）はその回路構成を示し、（ｂ）はその
動作原理を示す。
【図４】図１に示す除去器の周波数特性を示す図である。
【図５】（ａ）は１ｋＨｚの正弦波入力信号の波形を示し、（ｂ）はその電磁石制御電流
の波形を示し、（ｃ）はその電磁石制御電流の周波数スペクトル分布を示す図である。
【図６】（ａ）は５００Ｈｚの正弦波入力信号の波形を示し、（ｂ）はその電磁石制御電
流の波形を示し、（ｃ）はその電磁石制御電流の周波数スペクトル分布を示す図である。
【図７】一般的な能動型磁気軸受制御装置の構成を示す図である。
【図８】従来の磁気軸受制御装置の要部を示す説明図である。
【図９】（ａ）は１ｋＨｚの正弦波入力信号の波形を示し、（ｂ）はその電磁石制御電流
の波形を示し、（ｃ）はその電磁石制御電流の周波数スペクトル分布を示す図である。
【図１０】（ａ）は５００Ｈｚの正弦波入力信号の波形を示し、（ｂ）はその電磁石制御
電流の波形を示し、（ｃ）はその電磁石制御電流の周波数スペクトル分布を示す図である
。
【図１１】磁気軸受制御装置における周波数の使用帯域を示す図であり、▲１▼は電磁石
制御電流の使用帯域、▲２▼は状態検出器の使用帯域、▲３▼はパルス幅変調波の使用帯
域を示す。
【図１２】　　電磁石制御電流の周波数使用帯域と状態検出器の周波数使用帯域とが重な
ってしまった場合の状態を示す図である。
【符号の説明】
１１，２３　　状態検出器（インダクタンス型変位センサ）
１２　　　　　補償器
１３　　　　　信号増幅器
１４　　　　　電力増幅器
１５，２１　　電磁石
１６，２２　　制御対象（回転軸）
２５、２９　　振幅制限器（リミッタ）
２６　　　　　直流信号発生器
２７　　　　　加減算器
２８　　　　　信号増幅器
３０　　　　　除去器（バンドエリミネートフィルタ）
３１　　　　　比較器（コンパレータ）
３２　　　　　三角波信号発生器
３５　　　　　増幅器
３６　　　　　電流検出器
３９　　　　　電流フィードバック器
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】 【 図 １ ２ 】
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